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研究成果の概要（和文）：本研究は，東アフリカのエチオピア，ケニア，タンザニアにおける再生可能エネルギ
ー開発が地域社会に与える影響について，地域社会の受容性と社会的合意形成に焦点をあて，長期的なフィール
ドワークを通じて明らかにすることを目的とした。各地の事例を精査した結果，東アフリカ三か国における発電
は，水力や地熱などの再生可能エネルギーが主力になっていて，同じ再生可能エネルギー開発においても，政策
や制度が整備されているケースとそうでないケースが存在することが明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study aims to elucidate the impacts of renewable energy development on 
local communities in Ethiopia, Kenya, and Tanzania, focusing on community acceptance and social 
consensus formation through long-term fieldwork. An examination of various cases revealed that 
electricity generation in the three East African countries primarily relies on renewable energy 
sources such as hydropower and geothermal energy. Additionally, it was found that there are 
instances where renewable energy development progresses with well-organized policies and systems, as
 well as instances where such frameworks are lacking.

研究分野： アフリカ地域研究　環境政策

キーワード： 東アフリカ　再生可能エネルギー開発　合意形成　未電力　エチオピア　ケニア　タンザニア　環境影
響

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　サブサハラ以南アフリカの広大な未電力供給地域全体へのエネルギー供給を2030年までに実現するという目標
に向けて，再生可能エネルギー開発が加速している一方で，その社会的・環境的影響が十分に明らかになってい
ないという課題が存在する。
　本研究は，このような未電化地域へのエネルギー供給をおこなう施設およびエネルギー利用が進展している地
域において現地調査を実施し，施設建設が少なからず社会的・環境的影響を及ぼすことを明らかにした。また，
エネルギー供給先の各地域における利用状況が社会・文化的側面と関連して多様化していることも解明した。こ
の点に，本研究の学術的・社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

2000 年から 2016 年の間に，サブサハラ以南アフリカにおける電力へのアクセス可能な人口
割合は，26％から 43%に増加した。しかしながら，依然として広大な未電化地域があり，国連
は 2030 年までに全人口へのエネルギー供給を実現することを目標として掲げている（SDGs：
持続可能な開発目標 7）。この目標を達成するためには再生可能エネルギーの供給が鍵になると
されており，先進国の開発援助や民間企業の投資を受けた大規模な再生可能エネルギー（水力，
地熱，風力，太陽光，バイオ燃料）開発が各地で急速に進められている。 
本研究の対象地域である東アフリカのエチオピア，ケニア，タンザニアの 3 か国では，火山地

帯に地熱発電所やメガソーラー発電所が短期間に数多く導入されており，今後もこの動向が続
くと見込まれている。そこで問題となるのは，再生可能エネルギー開発が実施される人口希薄地
で地域住民が生業活動を営み，広大な自然保護区が設置されているにもかかわらず，環境へのイ
ンパクトが適切に評価されず，地域住民の社会的合意が得られないまま各種開発が強行されて
いる点である。再生可能エネルギーは「環境への優しさ」を強調する一方で，現場では環境破壊
的行為であることを示す「グリーンウォッシュ」や土地収奪と指摘されることがあり，社会的合
意と法整備が不十分なため，一部の企業や個人に利益をもたらす一方で，その他多くの地域住民
が不利益な状況に置かれるなど，環境的公正についての学術的議論が開発の実践に活かされて
いないという問題がある。この原因として，土地利用が短期間に目まぐるしく変更され，自然保
護・観光・農場開発などの各種開発がおこなわれた時期，関与するアクター，土地利用計画と環
境政策との関連性，社会的合意の方法などの実態が明らかになっていないことがあげられる。 
 
２．研究の目的 
本研究の一つ目の目的は，再生可能エネルギー開発・自然保護・観光・社会開発などの各種開

発による地域社会の変容を，調査対象国の約 20 年間（2000 年～2020 年）の再生可能エネルギ
ー開発史として土地・環境利用の変遷に焦点をあてて明らかにすることである。二つ目の目的は，
政策的・社会的解決の有効性を解明するために，再生可能エネルギー開発をとりまく国際社会と
推進組織の動向，調査対象国の環境政策（環境評価や社会的合意形成関連の法制度）をふまえて，
再生可能エネルギー開発を受容する社会的条件を示すことである。 
 
３．研究の方法 
本研究では，2020 年度から 3 年間にわたり，再生可能エネルギー開発の影響が顕著にみられ

る 3 つの国（エチオピア・ケニア・タンザニア）を対象に，各調査地に精通した地域研究者 4 名
が 3 つの分析軸にしたがって長期にわたる現地調査を実施することを研究方法の中心に据えて
いた。3 つの分析軸とは以下のとおりである。 
（１） 国際機関―政府―地域社会の交渉プロセス：国際機関／民間グローバル企業―政府―

地域社会間の交渉プロセスを現地事業者へのヒヤリングと開発計画・報告書などの文献調査か
ら明らかにする。その過程で，環境関連の法制度（環境影響評価法，土地法等）と規制緩和など
の運用面の実態を整理する。 
（２） 再生可能エネルギー開発地における土地利用再編と他の開発政策（自然保護・観光・貧

困削減）の関係：再生可能エネルギー開発と自然保護政策・観光開発・貧困削減策がどのように
並行して動いているのかを自然保護区内に設立されている再生可能エネルギー施設（エチオピ
ア・ケニア）とその周辺域の土地・環境利用の変遷を衛星画像分析と地域住民へのヒヤリングを
実施して明らかにする。 
（３） 地域社会内での合意形成と生業との関係性：再生可能エネルギー開発がおこなわれる

人口希薄地に暮らす住民は，牧畜，狩猟採集，農耕などで生計をたててきた。それら従来の生業
と暮らしへの影響，再生可能エネルギー開発に関してどのような合意形成が地域社会内でおこ
なわれたのかを地域住民および関係者へのヒヤリングを実施し明らかにする。 
 
４．研究成果 
新型ウイルス感染症の感染拡大により，2020 年度および 2021 年度の 2 年間，現地調査がま

ったくできなくなった。この状況は調査地の一つであるエチオピアでも顕著であり，さらに 2021
年 11 月に内戦が激化し，反政府軍が首都アディスアベバ近郊まで進軍する事態が生じたことか
らエチオピア政府は緊急事態を宣言し，治安が著しく悪化した。これを受け，日本政府はエチオ
ピア全土に対して退避勧告を発令し，現地調査が長期にわたって実施できない状況が続いた。ま
た，調査が可能な地域も限定されることとなった。現地調査が実施できない期間中は，再生可能
エネルギー開発に関連する政策や制度に関する文献調査をおこない，各国の相違点を分析した。
その後，限られた日数と場所での現地調査に切り替え，以下の目標を達成するために計画を変更
した。まず，①各国の発電施設とエネルギー利用の実態を文献調査および関係者への聞き取り調
査をもとに整理すること，次に，②日本を含めた複数の調査地の現地調査の結果を先行研究及び
統計文書資料などと組み合わせ，エネルギー施設と地域社会の状況を明らかにすることを目指
した。 



 
（１）各国の発電施設とエネルギー利用の実態の整理 
エチオピアでは，高い人口増加率と経済成長により，一人当たりの電力消費量が急増している

が，電力供給が追いついていない現状がある。エチオピア政府は 2037 年までに水力発電以外の
再生可能エネルギーへのシフトを目指しているが，ナイル川上流の青ナイル川に建設されたア
フリカ最大の水力発電所である大エチオピア・ルネサンスダムが 2022 年 2 月に発電を開始し，
国内の電力構成は水力発電が約 100%を占める状況となった。その他，南部のアルトランガノに
は地熱発電施設が存在する。エチオピアは，余剰電力をケニアなどの隣国へ輸出して外貨を獲得
することを目指しているが，国内では電力供給の不足や不安定さが問題となっており，増加する
人口や経済成長を支えるために，電力供給の拡大が必要である。 
ケニアは，再生可能エネルギー開発の東アフリカにおける先進地であり，ナショナル・グリッ

ドだけでなく民間業者による発電設備も盛んに導入され，人々の移動性が高い地域で活用され
てきた。ケニアは 2022 年までに電力アクセス人口を 100％にする目標を掲げ，水力・火力中心
の電力供給を地熱発電へとシフトさせており，国内総発電量に占める地熱割合は 2010 年の 21％
から 2018 年の 46％まで伸びている。また，ケニアは東アフリカで唯一，原子力開発に着手する
ことを発表している。  
タンザニアでは，電力公社 TANESCO によるナショナル・グリッドの設置を進めており，電

源のほとんどを水力発電に依存している。ナショナル・グリッドが行き届かない地域では，人々
が小規模・中規模の水力発電をおこなっている。エチオピア，ケニア，タンザニアともにナショ
ナル・グリッドの敷設が急速に進む一方，その恩恵を受けられない農村部や乾燥地域における電
力アクセスが大きな課題となっている。 

 
（２）各国のエネルギー施設と地域社会の状況 
2022 年度には 8 月と 3 月にアフリカにおける現地調査を実施し，開発援助組織およびエネル

ギー関連のスタートアップ企業へのインタビューをおこない，ナショナル・グリッドが到達した
地方におけるエネルギー利用に関する基礎的な情報を得た。各国がナショナル・グリッドの敷設
に力をいれているが，農村地域や乾燥地域だけでなく，地方都市においても電力は不足しており，
ナショナル・グリッドの電気を利用できる世帯とできない世帯との差が生じていた。 
ケニアやタンザニアでは，それを補う形で従来から導入されていたソーラー発電機が普及し

ており，中国製の安価なソーラーパネルやバッテリーによって照明が農民の生活に入り込んで
いたり，家庭で携帯電話の充電ができるようになっていたりしていたが，エチオピアの地方では，
ソーラーパネルすら十分には普及していない現状があった。つまり，僻地におけるオフグリッド
電源の設置についても地域差が大きいことが明らかになった。 

2023 年度 5 月には日本アフリカ学会において本研究課題の成果を発表し，エチオピア南オモ
県ジンカ町周辺地域の電化状況および，調査村の人々がナショナル・グリッドに「つなぐ」選択
／非選択をする要因，世帯のエネルギー利用の詳細，料金徴収システムに焦点をあてて議論した。
とくに，電力にアクセスができない人々の戦略として，電力を含む複数の「小さなエネルギー」
（例：バイオマスエネルギー）を組み合わせた生計維持あるいは生活環境の向上を図っているこ
とが明らかになった。  

 
（３）再生可能エネルギー政策の比較 

 2023 年度は 8 月と 3 月に再度アフリカにおける現地調査を実施し，ナショナル・グリッドが
到達した地方におけるエネルギー利用に関するさらなる情報を得た。2024 年 6 月には日本アフ
リカ学会において，エチオピアとケニアの再生可能エネルギーの政策面を比較した成果報告を
実施した。ケニアでは水力以外にも地熱を中心に風力・太陽光も含む再生可能エネルギー開発が
進められてきており，PPP（Public Private Partnership）やIPP（Independent Power Producer）
関連の法整備が進み，今後も民間・外資等による電源開発やオフグリッド・ミニグリッドによる
電化が進むと考えられる。しかし，開発事業が位置する地域での土地利用の変更や社会的受容性，
自然環境への問題が懸念される。一方，エチオピアでは水力発電だけでなく地熱・太陽光・風力
電源開発の計画はあるものの，実施に必要な資金を得るための民間・外資の参入環境が十分に整
っていないことや，エチオピアは資金調達の難航により，多様な再生可能エネルギー源の開発が
遅れている状況であり，政策の実効性を高めるためには，民間投資を促進するための法整備やイ
ンセンティブの導入が求められていることを議論した。 
以上の調査と分析を通じて，エチオピア，ケニア，タンザニアの再生可能エネルギー開発の現

状と課題を明らかにすることができた。各国はそれぞれの地理的，経済的背景に応じたエネルギ
ー政策を展開しているが，農村部を中心に電力アクセスおよび環境保全の課題が多く残される
ことが明らかになった。 
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